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 食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業 

実施要領の制定について 

 

 

                                              ３ 畜 産 第 １ ３ ４ ２ 号 

                                令和３年１２月２４日 

農林水産省畜産局長 通知 

 

  制  定  令和３年 12 月 24 日付け３畜産第 1342号  

改  正  令和４年３月 31日付け３畜産第 2260号 

 

  食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業については、先に食肉等流通構造高度化・輸

出拡大事業費交付金交付等要綱（令和３年 12 月 24 日付け３畜産第 1336 号農林水産

事務次官依命通知）が定められたところであるが、その細部について、別紙のとおり

食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業実施要領を定めたので、御了知の上、本事業の

実施につき適切な指導を願いたい。 
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食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業実施要領 

 

制  定  令和３年 12 月 24 日付け３畜産第 1342号  

改  正  令和４年３月 31日付け３畜産第 2260号 

 

                               農 林 水 産 省 畜 産 局 長 通 知 

 

第１ 趣 旨 

食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業の実施については、食肉等流通構造高度

化・輸出拡大事業交付金交付等要綱（令和３年12月24日付け３畜産第1336号農林

水産事務次官依命通知。以下「要綱」という。）の定めによるほか、この要領に

定めるところによる。 

 

第２ 事業内容等 

１ 食肉流通構造高度化・輸出拡大事業 

本要領に掲げるもののほか、別記１に定めるとおりとする。 

 

２ 輸出対応型畜産物処理加工施設整備事業 

本要領に掲げるもののほか、別記２に定めるとおりとする。 

 

第３ 事業実施期間 

事業実施期間は、令和４年度末までとする。 

 

第４ 事業の実施等の手続 

１ 事業実施計画の作成 

事業実施主体は、要綱別表の事業内容欄の１の事業に取り組む場合にあっては

別紙様式第１号により、要綱別表の事業内容欄の２の事業に取り組む場合にあっ

ては別表１に規定するその他必要な事項を内容として、事業実施計画を作成し、

都道府県知事に提出するものとする。 

ただし、事業実施主体のうち都道府県及び市町村（地方自治法（昭和22年法律

第67号）第284条に定める一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）以外の

者が事業実施主体である場合にあっては、市町村長（実施地区の範囲が複数の市

町村の区域に及ぶ場合にあっては、主たる市町村長（一部事務組合にあっては管

理者又は理事、広域連合にあってはその長とする。以下同じ。）とする。）を経

由できるものとし、この場合、市町村長は、事業実施主体が作成した事業実施計

画について必要な指導及び調整を行い、都道府県知事に提出するものとする。 

２ 再編合理化計画の作成 

（１）事業実施主体は、要綱別表の事業内容欄の１の事業に取り組む場合にあって
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は、再編合理化計画を別紙様式第２号により作成し、１により作成した事業実

施計画と合わせて都道府県知事に提出するものとする。 

（２）再編合理化計画の変更は、（１）に準じて行うものとする。ただし、成果目

標の引下げに伴う変更については、災害その他やむを得ない理由がある場合を

除き、認められないものとする。 

（３）再編合理化計画の計画期間は、５年以内とする。 

３ 都道府県知事は、１により提出された事業実施計画及び自らが事業実施主体と

なる事業の内容を踏まえ、別紙様式３号及び第４号により、都道府県事業実施計

画（以下「都道府県計画」という。）を作成し、その成果目標の妥当性について、

自ら検討を行ったうえで、地方農政局長等（北海道にあっては畜産局長等、沖縄

県にあっては内閣府沖縄総合事務局長、その他の都府県にあっては当該都府県の

区域を管轄する地方農政局長をいう。以下同じ。）に提出し、更に、地方農政局長

等とその成果目標の妥当性について協議を行うものとする。 

４ 都道府県知事は、３の提出を行う際に併せて、要綱別表の事業内容欄の２の事

業の事業実施主体の欄に定める特認団体（以下「特認団体」という。）若しくは

都道府県が事業実施主体である場合は、事業実施計画の内容についても、別紙様

式第３号及び第４号により、地方農政局長等と協議を行うものとする。 

５ 地方農政局長等は、３及び４の協議を受けた場合は、協議の内容を検討するた

め、必要に応じ関係部局で構成する検討会を開催し、公平性の確保に努めるもの

とする。 

ただし、複数年度にわたって事業を実施する事業実施主体の事業実施計画の協

議の内容の検討に当たっては、既に地方農政局長等との協議が整っている場合は、

書類のみによる協議も可とする。 

６ 都道府県知事は、成果目標の達成に資する場合には、本対策の範囲内で、都道

府県計画の取組内容等を変更することができるものとする。 

ただし、次に掲げる事業内容を変更する場合にあっては、３に準じた手続を行

うものとする。 

（１）成果目標の変更 

（２）特任団体または都道府県が実施する事業内容の変更 

７ 事業の着工 

事業の着工は、原則として、交付金交付決定に基づき行うものとする。 

ただし、地域の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを

得ない事情による場合は、交付決定前に着工することができるものとする。 

 

第５ 取組の実施基準等 

本事業の実施基準等は次に定めるもののほか、別記１及び別記２に定めるとこ

ろによるものとする。 

（１）事業実施主体が自己資金若しくは他の助成により本事業を実施中であり、又
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は既に完了しているものについては、本事業の交付の対象外とする。 

（２）国等の他の補助事業による支援を現に受け、又は受ける予定となっている事

業については、本事業の交付の対象外とする。 

また、既存の施設・機械・器具・設備等の代替として、同種・同能力のものを

再整備するいわゆる更新については、本事業の交付の対象外とする。 

（３）附帯施設のみの整備は、交付の対象外とするものとする。 

（４）施設の整備に伴う用地の買収若しくは賃借に要する費用又は補償費について

は、交付の対象外とする。 

（５）事業の実施については、関係機関が一体となった推進体制が整備されている

ものとし、事業実施主体は、｢食肉等流通構造高度化・輸出拡大事業の配分基準

について｣（令和３年12月24日付け３畜産第1342号農林水産省畜産局長通知。以

下「配分基準通知」という。）に定めた成果目標の達成のための推進活動が行

うものとする。 

（６）交付対象事業費は、当該事業の実施地域の実情に即した適正な現地実効価格

により算定するものとし、施設等の整備の規模については、それぞれの事業目

的に合致するものでなければならない。 

また、事業費の積算等については、「補助事業の効率的な実施について」（昭

和55年４月19日付け55構改Ａ第503号農林水産省構造改善局長、農蚕園芸局長、

畜産局長、食品流通局長通知）及び「過大積算等の不当事態の防止について」

（昭和56年５月19日付け56経第897号農林水産省大臣官房長通知）によるもの

とする。 

（７）交付の対象とする施設は、原則として、新品、新築又は新設によるものとし、

耐用年数がおおむね５年以上のものとする。 

整備に当たっては、既存の施設及び資材の有効利用、事業費の低減等の観点

から、当該事業実施地区の実情に照らし適当と認められる場合については、古

品・古材若しくは間伐材の利用、増築、併設等を行うことができるものとする。 

なお、原則として、この場合の古品及び古材については、新資材等と一体的

な施工及び利用管理を行う上で不都合のない適正な耐用年数を有するものと

する。 

（８）要綱別表の事業内容欄の１の事業に取り組む場合にあっては、コンソーシア

ム又はその構成員が、要綱別表の事業内容欄の２の事業に取り組む場合にあっ

ては、畜産物処理加工施設又は当該畜産物処理加工施設を輸出拠点とする輸出

事業者が、農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（令和元年法律第五

十七号）第34条第１項に定める認定を受けていること又は本事業により整備す

る施設が竣工するおおむね３か月前までの間に認定を受けることを明確にし

ていること。 

 

第６ 補助対象要件等 
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 １ 補助対象要件及び交付率等は別表２及び別表３に掲げるとおりとする。 

 ２ 別表２に掲げる１の（２）の事業及び２の事業の施設の整備については、別表

４に掲げるもののほか、別記１に定めるところによるものとする。 

 

第７ 採択要件 

（１）成果目標 

要綱別表の畜産局長が別に定める成果目標の内容、達成すべき成果目標の基準

及び成果目標基準を満たすことが見込まれる類別の数は配分基準通知の別表１及

び別表２－１、別表２－２において定めるものとする。事業実施主体は、達成す

べき成果目標基準を満たすことが見込まれる類別を選択し、配分基準通知の別表

２－１から別表４により加算されるポイントの合計が38以上となるように成果目

標を設定すること。なお、別記１の事業に取り組む場合にあっては、設定した成

果目標について、第４の２の再編合理化計画に記載するものとする。 

（２）目標年度 

本事業は、事業完了年度から５年以内に設定するものとする。  

（３）上限事業費 

別表５により計算される額を超える部分については、交付の対象外とする。 

ただし、地域の実情等やむを得ない事由により、交付対象上限事業費を超えて

施工する必要があると都道府県知事が特に認めた場合にあっては、各都道府県へ

の交付金の配分額の中からこの額を超えて交付対象とすることができるものとす

る。 

（４）要綱別表の事業内容欄の２の事業に取り組む場合であって、採択要件の欄に定

める総事業費に満たない場合にあっても、要綱第31第２項に定める費用対効果分

析を実施し、都道府県知事及び地方農政局長（北海道にあっては農林水産省畜産

局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長。）が、地域の実情により必要

と認めた場合（都道府県知事は理由書を作成し、第４第３項に定める都道府県事

業実施計画の成果目標の妥当性と併せて協議を行うものとする。）にあっては、

当該事業を実施できるものとする。 

 

第８ 事業実施状況の報告及び事業の評価 

要綱第23第１項及び第24第２項に定める畜産局長が別に定める項目は、別表６

のとおりとする。 

 

第９ 他の施策等との関連 

本対策の実施に当たっては、次に掲げる施策等との関連及び活用に配慮するも

のとする。 

１ 畜産物の需給の安定のための施策 

２ 株式会社日本政策金融公庫資金（沖縄県にあっては沖縄振興開発金融公庫資
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金）等農業金融に関する施策 

３ 農林水産物・食品の輸出促進対策に関する施策 

 

第 10 その他 

１ 周辺環境への配慮 

施設整備に当たっては、環境汚染、騒音等の公害・衛生問題等に留意するもの

とする。 

その際、事業実施主体と、都道府県事業実施計画を作成する都道府県知事及び

市町村長など取組が実施される地域を管轄する行政当局は、周辺住民との調整を

必要とする範囲等を相談し調整するものとする。 

２ 周辺景観との調和 

事業実施主体は、施設整備を実施する場合は、事業費の低減を図ることを基本

としつつ、立地場所の選定や当該施設のデザイン、塗装、事業名の表示等につい

て、周辺景観との調和に十分配慮するものとする。 

３ と畜残さ等の有効活用等 

食肉処理施設の整備を実施する場合にあっては、と畜残さ等の再資源化等有効

活用及びアニマルウェルフェアに配慮した獣畜の取扱いに努めるものとする。 

４ 作業安全対策の実施 

  事業実施主体は、作業従事者等の安全の確保を推進するため、作業安全対策に

係る取組状況の点検に努めるものとする。 

５ 交付対象事業の公表 

   本事業の適正実施と透明性の確保を図るため、都道府県知事は、交付対象事業

が完了した場合、実施した事業の概要について、都道府県のホームページへの掲

載等により、事業完了年度の翌年度の７月末までに公表を行うものとする。 

６ ＰＦＩ法の活用 

本事業により、地方公共団体が公益的施設を整備する場合は、民間資金等の活

用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11年法律第 117号。以下

「ＰＦＩ法」という。）の活用に努めるものとする。 

７ 管理運営 

（１）管理運営 

事業実施主体は、本事業により交付金を受けて整備した施設等を、常に良好

な状態で管理し、必要に応じて修繕等を行い、その設置目的に即して最も効率

的な運用を図ることで適正に管理運営するものとする。 

（２）管理委託 

施設等の管理は、原則として、要綱別表の事業内容欄の１の事業に取り組む

場合にあっては、整備後食肉処理施設の所有者、要綱別表の事業内容欄の２の

事業に取り組む場合にあっては、事業実施主体が行うものとする。 

ただし、整備後食肉処理施設の所有者又は事業実施主体が当該施設の管理運
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営を直接行い難い場合には、原則として、要綱別表の事業内容欄の１の事業に

取り組む場合にあっては、コンソーシアムの構成員、要綱別表の事業内容欄の

２の事業に取り組む場合にあっては、実施地域に係る団体であって、都道府県

知事が適当と認める者に、整備目的が確保される場合に限り、当該施設の管理

運営をさせることができるものとする。 

（３）指導監督 

都道府県知事及び市町村長は、本対策の適正な推進が図られるよう、事業実

施主体の長（管理を委託している場合は管理主体の長。）に対し、適正な管理

運営を指導するとともに、事業実施後の管理運営、利用状況及び事業効果の把

握に努めるものとする。 

また、都道府県知事は、関係書類の整備、施設等の管理、処分等において適切

な措置を講じるよう、十分に指導監督するものとする。 

（４）定額交付金事業の取扱い 

定額交付金の事業については、特にその交付金の使途について厳正に管理す

ることとし、使途を証明する領収書等関係書類等を整備しておくものとする。 

（５）交付金の経理の適正化 

交付金に係る経理は、「都道府県の事務費に対する補助金の経理の適正化に

ついて」（平成７年 11月 20日付け７経第 1741号農林水産事務次官依命通知）

により厳正に行うものとする。 

（６）対策名等の表示 

本対策により整備した施設等には、本対策名等を表示するものとする。 

８ その他 

本対策の実施につき必要な事項については、「食肉等流通構造高度化・輸出拡

大事業交付金に係る交付対象事業事務及び交付対象事業費の取扱いについて」（令

和３年 12 月 24 日付け３畜産第 1342 号農林水産省畜産局長通知）を準用するも

のとする。 

 

 

   附 則 

１ この要領は、令和３年12月24日から施行する。 

２ この要領の施行に伴い、食肉流通再編・輸出促進事業実施要領（令和２年３月

31日付け元生畜第2119号農林水産農林水産省生産局長通知）は廃止する。 

３ ２による廃止前の食肉流通再編・輸出促進事業実施要領に基づく事業について

は、なお従前の例による。 

 

   附 則 

この要領は、令和４年３月31日から施行する。 

 


